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関電金品事件・徹底解明と原子力から

の撤退を！  
 

関電の幹部に３憶２千万円の金品が渡っていた事件で、岩根社長や八木会

長は、森山元助役から脅されていたなどと述べ、被害者であるかのように

振舞っていました。しかし、森山氏が役員をしていた吉田開発から森山氏

に渡っていた裏金が還流していたことが明らかになっています。吉田開発

から関電に直接金品を渡していた事例もありました。その間に、吉田開発

は、高浜原発１・２号炉の再稼働のための老朽化対策工事等の大規模工事

に関連した受注があり、その額は５年間で６倍に急増していました。贈収

賄の疑いもある事件です。 

 八木会長と岩根社長の辞任について発表がありましたが、幹部の辞任で

済まされる話ではありません。直接関係した高浜１・２号炉はもとより、

このような企業体質の関電に、これ以上、危険な原発を運転させるべきで

はありません。関西、福井と首都圏の市民団体の呼びかけにより、緊急署

名が取り組まれました。関電マネー徹底解明と原子力からの撤退を求めて

連携していきましょう。 

 

東電刑事裁判「絶対に許せない」判決 

闘いは高裁へ 

 

判決は中身もひどいものでした。東京地裁に駆け付けた被災者は、「絶

対に許せない」と怒りに声を震わせていました。支援団団長の武藤類子さ

んは、「被害者の誰一人この判決に納得していない」と述べました。検事

役の指定弁護士は「国の原子力行政に対する忖度判決だ」とし、被害者代

理人の海渡雄一弁護士は「この判決は司法の歴史に大きな汚点を残す」と

述べました。 

福島第一原発の被災者が福島原発告訴団を結成し、東電役員らを刑事告

訴したのが 2012 年でした。検察庁は２度にわたり全員を不起訴とします

が、検察審査会による「強制起訴」の決定により刑事裁判が決まりました。

被告人は、武黒一郎元フェロー、勝俣恒久元会長、武藤栄元副社長の 3 名。

罪名は、業務上過失致死傷罪。直接の被害者は、双葉病院で避難を強いら

れて亡くなった患者 44 名と原発の爆発により負傷した方々です。検事役の

指定弁護士を、被害者代理人や告訴団を引き継いだ支援団が支える形で、

被害者住民による刑事裁判が実現しました。 

2017 年 6 月の初公判から、2 年 3 か月間に 37 回もの公判を重ね、判決

に至りました。指定弁護士が「有罪の立証は十分行った」と述べたように、

裁判では、津波の長期予測に基づき東電の現場が対策に動いた事実、それ 
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を被告人らが一旦は了承したものを、経営悪化をおそれて実施直前に白紙とした事実、日本原電が対策を間に合わ

せた事実に照らしながら、適切な措置を講じていれば事故は回避された事実が、証拠と証言に基づき明らかにされ

ました。証拠の多くは検察庁が集めた書類や供述調書であり、検察庁が起訴に足る証拠を集めていたことも判明し

ました。 

裁判は、傍聴のために福島から駆け付けた市民から、所持品をとりあげ、ボディーチェックを行う、被告との間

に警備員を配置するなど、市民を敵視する異常なものでした。判決は、事故の責任を認めたうえで刑事罰を問うほ

どではないと有罪を避ける、あるいは、直接関与した武藤被告に限って罪を問うというものもありえたはずですが、

それでもありませんでした。被告に不利な決定的な証拠を一切採用せず、無罪のために都合のよい事実認定を行い、

原発の停止判断だけを問題にし、それを「絶対的安全性」の要求と決めつけ、社会通念はそこまでは要求しないと

の常套文句で、原子力安全を一般防災レベルに引き下げ、全員を、何ら責任を問うこともなく無罪放免としたので

す。 

判決後、支援団は控訴を促す緊急署名を実施、指定弁護士は 9 月 30 日に控訴の手続きをとりました。裁判は高

裁の場で続きます。しっかりと応援していきましょう。 

 

１．政府の研究機関により巨大津波は予測されていた 

 裁判では、東電が巨大津波を予測し、対策を計画しておきながら被告人らが握りつぶしたことが明らかにされま

した。その内容は支援団らの企画による YouTube 映像に詳しいのでぜひご覧ください。「東電刑事裁判」で検索す

るとみることができます。 

 2002 年 7 月 31 日、文部科学省の地震調査研究推進本部（推本）は「三陸沖から房総沖にかけての地震活動の長

期評価」（推本の長期評価）を公表しました。そこには、今後 30 年以内に M8.2 前後の津波地震が 20％程度の確

率で発生するとの予測が記されていました。 

 

２．長期評価の採用は電力会社の共通認識だった 

2006 年 9 月、当時の原子力安全・保安院は、耐震審査指針改定に伴うバックチェック（地震と津波に対する安全

性の再評価）の実施を指示しました。このとき、推本の長期評価を取り入れなければバックチェックは通らないと

いうのは電力各社の共通認識でした。東北電力や日本原電も津波の再評価を行い、東北電力は特段の措置が必要な

いことを確認し、日本原電は対策措置を講じて震災に間に合わせました。東電も現場の土木グループがそのつもり

で動いていました。 

 

３．一旦は了承した津波対策をトップが止めた 

 2008 年 2 月 16 日、当時社長であった勝俣被告が出席するので「御前会議」と呼ばれていた会議で、原子力部門

の山下和彦氏が、推本の長期評価に基づく津波対策について説明し、会社として方針が了承されました。想定した

津波高さは「7.7m 以上」で、さらに高くなる可能性が指摘されていました。 

 その後、東電土木グループが詳細評価を行った結果は 15.7m でした。結果的には震災で同程度の津波が襲来する

ことになります。10m を超えると防潮壁が必要となり、費用がかさむため、武藤被告に説明する会合を持つことに

なりました。2008 月 6 月 10 日の１回目の会合で武藤被告は、対策の実施を前提にいくつか宿題を出しました。土

木グループは回答を用意し、ゴーサインを待つだけとなりました。ところが 7 月 31 日の 2 回目の会合で武藤被告

は、土木学会に研究を依頼すると述べただけで会議を終え、15.7m の津波評価を白紙に戻します。土木グループの

高尾誠氏は裁判で「力が抜けた」と証言しています。推本の長期評価は不採用となり、津波対策はすべて先送りと

なりました。 
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４．止めた背景にある経営悪化の懸念 

日本原電はこのとき、東海第二原発の津波対策について、推本の長期評価に基づき、津波高さ 12m の想定で着々

と進めていました。工事を終えたのは震災約 1 年前の 2010 年 4 月でした。供述調書によると、東電土木グループ

の酒井俊郎氏は、日本原電の津波対策の責任者に対し、推本の長期評価不採用の理由として「柏崎も止まっている

のにこれで福島も止まったら経営的にどうなのかって話でね」と伝えていました。東電は 2007 年 7 月 16 日の中越

沖地震による柏崎刈羽原発の長期停止により、経営に打撃をうけていました。経営トップは、推本の長期評価に基

づく津波対策を一旦は決めておきながら、経営悪化をおそれゴーサインを待つだけの現場に待ったをかけ、必要な

措置を怠ったのです。 

 

５．判決は「御前会議」での了承をなかったことに 

ところが判決は、2008 年 2 月 16 日の「御前会議」において、推本の長期評価に基づく津波対策の方針が会社と

して了承されたとの事実について、山下氏の供述調書や「会議で説明した」とのメモなど、決定的な証拠があるに

もかかわらず、これらを信用できないと切り捨てています。そして、「記憶にございません」を繰り返す被告人ら

の証言を採用し、対策方針の了承の事実をなかったことにしたのです。 

 

６．判決は推本の長期評価に信頼性はないとした 

 また判決は、推本の長期評価について、「原子炉を停止させなければならないほどの信頼性はない」と結論付け

ました。裁判では、推本の部会長であった島崎邦彦さんが、日本有数の地震・津波学者らが、全会一致で見解をま

とめた経緯について証言しましたが無視されました。被告弁護側の証人も、長期評価の結論には反対しませんでし

た。東電・国に対する民事の損害賠償裁判では、長期評価は信頼性を持つものであることが、例外なく認められて

います。何より、各電力会社が、長期評価に基づいて原発の津波対策に動いたことが、長期評価の信頼性を物語っ

ています。指定弁護士は「東電の土木の担当者は、長期評価が出ていることを前提に、何をすればいいかを考えた。

（裁判所は）そのことについて評価をすべきであった」と判決を批判しています。 

 

７．判決は原発の停止以外の措置を論点から外した 

 指定弁護士は津波対策として、防潮壁、建屋搬入口の水密化、代替電源の設置などを挙げ、それら対策がとられ

るまでは原発を停止しておくべきと主張しました。さらに、日本原電が、水密化や防潮壁に代わる盛土の設置など

の措置をどのようなスピードで実施し、結果として間に合わせたのかを丹念に立証し、東電が予定していた対策に

より、最悪の事態を回避できたことを明らかにしました。 

しかし判決は、指定弁護士の主張を捻じ曲げ、原発の停止以外の措置を否定し、停止が必要であったか否かという

点だけを判断基準としました。推本の長期評価に基づく津波対策による結果回避の可能性という肝心の論点につい

て判断を避けたのです。 

 

８．「絶対的安全性」と決めつけて原子力の安全レベルを切り下げた 

そのうえで判決は、当時、原発の停止という判断まで求めることは「絶対的安全性」の要求であったと決めつけ、

社会通念の反映である法令や規則はそこまで前提とはしていなかったという理屈で、原子力安全を一般防災レベル

に引き下げ、被告人らを無罪放免としています。 

海渡弁護士は、災害が万が一にも起こらないようにと求める伊方原発訴訟の最高裁判決にも反すると指摘していま

す。さらに、判決が、「国も停止までは要求しなかった」としている点について、実際には、東電が、国にも県に

も津波対策の中身をひた隠しに隠したのであり、東電が国に報告したのは震災 4 日前だったとし、判決はあまりに

ひどいとしています。 
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９．原発事故の重大性に向き合わない裁判所 

被害者代理人の大河弁護士は、「原発事故について取り返しがつかない甚大な被害という認定が空虚に浮いてい

る」「双葉病院の患者さんたちの悲惨な亡くなり方を思うと考えられない判決」と述べています。裁判では、双葉

病院の悲惨な状況について、当時の看護師による生々しい証言がありましたが、裁判所がそうした実態を深刻に捉

えることはありませんでした。 

 社会通念は「絶対的安全性」までは求めないという言い方で、原子力安全を一般防災レベルまで落とすやり方は、

原発と火山に関する裁判の判決でも多く用いられています。司法が率先して原子力安全のレベルを落とす異常な事

態だと思います。 

 

ノー・ニュークス・アジア・フォーラム（NNAF）に参加して 
 

9 月 21～23 日台湾で開かれたノー・ニュークス・アジア・フォーラムに参加してきました。参加のきっかけは 2

年ほど前から交流が続いている台湾緑色消費者基金会の方儉（ファン・ジェイ）さんからご招待があったからです。

通常ですと各団体・個人が渡航費や参加費を支払って参加するのですが、ジェイさんが NNAF で担当する「廃炉と

核被害」のセッションで是非話をしてほしいということで、飯舘村の伊藤延由さんと 2 人で参加して報告すること

になりました。ジェイさんには貴重な機会を与えていただき大変感謝です。 

 

各国の反核活動家が集まった貴重なフォーラム 

フォーラムはアジアを中心に各国の反核活動家が集まりました。台湾、韓国、

日本、フィリピン、インド、中国、トルコ、モンゴル、ベトナム、オーストラ

リア、米国と大変広い地域から代表があつまりました。もちろん私もこのよう

な国際的な会議への参加は初めてでした。 

開会式で基調講演がありましたが、台湾のノーベル化学賞受賞者の李遠哲氏

で“Nuclear is not our Choice”というお話がありました。次の基調講演はオー

ストラリアの Dave Sweeny 氏で、核兵器禁止条約の成立に尽力した ICAN の

創始者のひとりで ICAN はノーベル平和賞を受賞しています。そして基調講演ではありませんでしたが各国報告で

モンゴルの代表で話をされた Erdenetsogt Dorjpalam 氏（愛称エリック）は国連の生物化学兵器査察をされていた

方でその団体はやはりノーベル平和賞を受賞していることを報告の中で自己紹介していました。なんとこの国際会

議にはノーベル賞受賞者と受賞団体の関係者が合わせて 3 人も参加していたのです。 

もっとびっくりしたのは、初日の夕食に行こうと、ホテルロビーでジェイさんと待ち合わせていたときに、偶然

居合わせたのがこのエリックさんだったのです。じゃあ一緒に行こうということで下町の大衆食堂風のところで一

緒に片言の英語で会話をしながら食事をとったのです。その時はノーベル賞のことなど一言も言わず、なんか気の

良いおっさん・・という感じでした。 

3 日間のフォーラム全体がとても密度の高いもので、この紙面ではとても書ききれません。いくつか特に印象に

残った点を紹介したいと思います。 

 

脱原発を法律に書き込んでもそれで終わらない 

台湾の民進党政権は 2025 年までに脱原発を決め、法律に書き込んでいます。第 1 原発は昨年 7 月に停止しまし

た。第 2、第 3 原発は稼働中です。第 4 原発は建設完了しましたが反対運動の成果（？）により長い間動かしてい

ません。台湾はドイツに次いでアジアでは最初に脱原発に舵を切った国なのです。 

 
右手前がモンゴル代表のエリックさん 

右奥が台湾のジェイさん 

左手前が飯舘村の伊藤延由さん 



  

 

第３5号 2019年 10月 26日 

 

フクロウ通信 

5 

ところが、どうもそんなに話は簡単ではないようです。昨年原発推進派が脱原発条文を廃止する国民投票を提起

して賛成が反対を上回ってしまったということです。どうも質問項目をたくさん並べてその中に紛らわしいかたち

で条文廃止の項目を入れたようです。同じ国民投票の中の項目に入っていた日本からの食品規制の解除については

反対が賛成を上回ったということですから、まさにねじれた結果です。 

つまり、法律で脱原発を書き込んでも、単純にそれで喜んでいられる状況では無い、ということです。ちなみに

今回の NNAF の台湾側受け入れ団体である台湾環境保護連盟は、もう一度原発廃止の国民投票を提起しようとして

いて、今それに最大限の力をいれているようです。 

まさに脱原発と原発推進がしのぎを削って闘争中というのが正しい認識のようです。 

 

原発を停止しても核廃棄物との闘いは続く 

フォーラム 3 日目は台北から北 30 ㎞の北海岸にある第 1、第 2、第 4 原発

の見学ツアーでした。既に停止（閉鎖）中の第一原発を見学したときのことで

す。 

地元で 40 年以上も反対運動を続けている郭さんの説明を受けました。郭さ

んはフォーラムの中でもプレゼンをしていました。その話は郭さんの子供時

代、貧しくとも美しい自然に恵まれた豊かな生活から話をはじめ、原発建設が

始まり原発稼働でどのように生活が変わったかを話しました。そして今どうな

っているか「それは明日現地でお話しします」と言って話を締めくくりまし

た。 

そして現地で見たのは、停止したにも関わらず温排水を流す排水路には大量の水が相変わらず流れている状況で

す。大勢の見学者が郭さんの話を聞いていると、どこからともなく警備員が現れて物陰からこちらをしっかり監視

しています。原発が停止しても外から見ればそれは稼働中と全く変わらない状況です。あたりまえといえば当たり

前ですが、原発を停止しても使用済み核燃料は冷やし続けなければいけないし、それが何かのトラブルを起こせば、

再び重大事故に繋がる可能性を持ち続けているのです。 

脱原発が法律に決められ原発が停止しても、まだ監視と運動は続けないといけないとい

うことです。郭さんはおそらくこのことを言いたかったのだろうと推測しました。長い長

い闘争は続きます。ある意味、核廃棄物を作ってしまった以上、この運動をほとんど永久

に続けなければいけないという重い現実を知りました。 

 

インドのウラン鉱山被害 

インドのメガラヤ州から来たマルコーニ・ソンガイさんの話はとても衝撃的でした。すこし話がそれますが私に

とって福島原発事故以降の 8 年半は正直あっという間でした。私の頭の中はほとんど汚染の実態調査や被ばく低減

の活動が占めていました。今回の NNAF の参加も福島の「今」をどのように伝えるか、そればかりを考えて参加し

ました。しかし今回参加して、あらためてアジアと世界で核と原発を巡る様々な問題・課題があることを認識しま

した。福島は大問題であり続けますが、それだけではないということをあらためて学ぶことができました。 

特に衝撃を受けたのが、インドのメガラヤ州におけるウラン鉱山開発とその周辺の住民の深刻な被害です。メガ

ラヤ州とはインドの東の端、ブータンやバングラデシュの近くです。ここでインド政府は

1990 年代からウラン鉱山の試掘を始め、掘った後に出る残土を周辺にそのまま大量に放

置しているようです。このため、周辺住民の作物が取れなくなったり、死産、流産や奇形

児の発生、生まれて 4-5 年まではなんともないが、その後突然足が動かなくなり歩行不能

になるような病気が出ているというのです。川の水もそれまで澄んでいたのに今や黄色く

 
停止中（閉鎖中）の第 1 原発と温排水路 

 
説明をする郭さん 

 
説明をするマルコーニさん 
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濁り、魚や蛇が死んで浮かんでいる写真もありました。ここの汚染状況の調査に入った

のが米カリフォルニア大学のアン・エリーゼ教授です。彼女が持ち込んだ測定器では、

最高地点で 1.47μSv/h だったとの報告がありました。 

住民が公聴会に出かけて発言をしようとするのに対して、インド政府は公聴会場所を

40 キロも離れた場所に設定し、住民はなんとそこまで歩いていかなければならなかった

と報告がありました。（住民の住む地域は電気も水道もない、バスなど公共交通機関などもないところだそうです）。

「この時の憤りが反核の闘いにエネルギーを注ぎ込んだ」と彼は説明しました。 

ネバダ、マーシャル諸島、セミパラチンスクなど核汚染被害は昔から聞いていましたが、インドのメガラヤ州と

いうのは初耳です。実際にはまだまだ隠された各被害の現場は世界中にあるのでしょう。なんともはや心が痛くな

る報告でした。 

 

台湾総統府で副総統の陳建仁氏と面談 

２日間のフォーラムの後、スタッフから明日のツアー時にパスポートとフォーラムの参加章を忘れず持参するよ

う注意がありました。なんと３日目の午前中に台湾総統府で副総統と面談があるというのです。台湾総統府とは日

本が台湾占領時代に建設し、日本の台湾総督が入っていた建物です。中央に高くそびえる塔を配した独特の形で観

光地にもなっています。その建物の中に入って副総統と面談ができるというのですから驚きです。 

さすがに入り口ではスマホ、カメラは預けなければなりません。台湾軍か警察か

わかりませんが警備担当が控えていて物々しい雰囲気です。しかし台湾統治時代の

建物の内装はきれいにリフォームされており良いものを長く使っているような感じ

が伝わってきました。 

 広い応接室へ案内され一同緊張して待っていると、やってきたのは本当ににこ

やかな笑顔いっぱいの人でした。参加者一人一人と丁寧に握手をして挨拶。そのあ

と、台湾は脱原発を決めて２０２５年までにすべての原発を廃止にする。脱原発の

ために努力してきた皆さんを尊敬し歓迎する。NNAFがこの台湾で開かれるこ

とを誇りに思う、というようなスピーチをされました。今年は台湾総統府建設

１００周年だそうで、それを記念して総統府のシルエットをデザインしたネク

タイを作成したそうです。帰りに全員にこのネクタイ（女性はスカーフ）をい

ただきました。 

一同、総統府を退出して建物の前の広場で祈念写真をとりました。みなさん

から出た感想は同じものでした。「我々脱原発派を政府がこのように暖かく迎

えてくれるのはなんということだろう」、「これが政権が変わるこということ

だ」、「政権を変えることがいかに大事なことか」。 

 

南相馬 20ミリ裁判と原告の方々の内部被ばく調査 

 

いよいよ地裁での大詰めを迎えた 20 ミリ裁判 

8 月 28 日、東京地裁において 16 回目の法廷が開かれました。2014 年 12 月、政府は年間 20 ミリシーベルトを

下回ったとして、南相馬の特定避難勧奨地点の指定を解除しました。南相馬・避難 20 ミリシーベルト基準撤回訴訟

（南相馬 20 ミリ裁判）はこの指定解除を不当として地域の住民約 800 人が原告になり国を相手取って行っている

裁判です。わたしたちは FoE Japan やちくりん舎、ふくいち周辺環境放射線モニタリングプロジェクト（ふくいち

モニタリング）などとともに、「訴訟支援の会」を立ち上げて支援活動を行ってきています。 

 
川の魚や蛇が死んだ 

 
台湾副大統領陳建仁氏とあいさつ 

 
台湾総督府前で記念写真 
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今回の法廷では原告弁護団から 3 通の準備書面がだされました。準備書面（２３）では、被告が年間２０ミリシ

ーベルトを基準として帰還を推し進めていることに対する国際社会からの批判を、（２４）では、原告に対して行

ったアンケートをもとに本件解除により原告が帰還を余儀なくされたことを、（２５）では、不溶性放射性微粒子

による被ばくのリスクについて主張しています。法廷では弁護団が準備書面（２５）の不溶性放射性微粒子が肺に

吸い込まれた場合の健康リスクについて口頭で説明がありました。 

法廷の最後に次回１２月１１日の期日がきまりました。また裁判長は次回法廷で原告６人の本人尋問を行うこと

を認めました。いよいよ第一審地裁段階での最大の山場を迎えます。次回１２月１１日には傍聴席が溢れるほどの

応援をしましょう。 

 

国の避難政策に真正面から挑む裁判 

この裁判は福島原発事故をめぐる多くの訴訟のなかでも特別の意義を持っています。それは 20mSv を基準とし

て、それをわずかでも下回れば指定解除を行なうという国の避難政策に対して、その撤回をもとめるものだからで

す。効果のない「除染」で早々に避難指定を解除し帰還を迫り、膨大な量の汚染土を公共工事で「再利用」をもく

ろみ、自主避難者に対しては懲罰的に 2 倍の家賃を請求して公営住宅からの追い出しを図るなど、原発事故そのも

のを「無かったこと」にしようとする国の姿勢は明らかです。オリンピックを１年後に控えたいま、このことはま

すます露骨なものになってきています。こうした国の政策に真正面から、いわばガチンコで勝負を挑むものです。

原告らの金銭的要求は精神的慰謝料としてわずかに「各自に 10 万円を支払え」という点にもこの姿勢があらわれて

います。菅野秀一原告団長がことあるごとに語る言葉が象徴的です。「金銭のためではない、20mSv という法外に

高い基準を子や孫たちの世代に残してはならない」と。 

 

裁判支援のための地道な取り組み―ふくいちモニタリングプロジェクト 

この重要な裁判を支えるために地道な取り組みが行われています。ふくいちモニタリングプロジェクトの皆さん

は放射線影響が比較的少ないといわれる６０代の人を中心に構成されています。毎月１週間程度、東京周辺から南

相馬周辺を訪問して地域の放射線量と土壌汚染濃度を測定しています。往復の交通費や滞在費を含めすべて自費で

行う完全なボランティア活動です。こうした地道な努力がすでに２０１２年以来７年も続いています。現地調査回

数は６３回を上回っています。 

こうした地道な取り組みで、南相馬市原町区を手始めに周辺地域の詳細な汚染マップが作成されています。この

汚染マップは２５０メートルメッシュです。ここをすべて人出で測定、土壌サンプリングするのですから大変な労

力です。このマップを見れば原告団が住む南相馬市原町区の土壌汚染は

ほとんどの地域で１平米あたり４万ベクレルという放射線管理区域のレ

ベルにあたります。放射線管理区域というのは日本の法律では「１８歳

以下は労働禁止」「区域内での飲食は禁止」「労働者であっても１日８

時間以上の労働は禁止」という厳しい制約が課されている場所です。チ

ェルノブイリ事故後のベラルーシで定められた「義務的避難ゾーン」「避

難の権利ゾーン」に相当する場所もかなりの割合を占めています。避難

指定解除により、このような場所に住民は帰還し住まわざるをえないの

が現実です。 

こうした詳細な汚染実態を示すデータは２０ミリ裁判の証拠資料とし

て裁判所に提出されています。 

 

 

 
ふくいちモニタリングプロジェクトの皆さん 
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南相馬在住の原告の皆さんの内部被ばく実態調査 

フクロウの会が中心になって運営しているちくりん舎（NPO 市民放射能監視センター）では南相馬在住の原告の

方々内部被ばく状況を尿検査で明らかにする取り組みを継続しています。８月２８日の法廷後の報告集会でこの状

況の中間報告が行われました。 

 

図１は裁判原告の方１０１人（延べ）の尿検査結果を示します。横軸は尿中セシウム濃度、縦軸はその分布（人

数）を示します。図２は比較のため西日本在住の方の調査結果です。西日本在住の方はグリーンコープ生協の協力

で兵庫県、福岡県在住の方１７人です。 

図から分かるように、南相馬では不検出（検出限界 0.06Bq/kg）の方の割合は 19％です。80％半数以上の方の尿

からセシウムが検出され、1Bq /kg 以上の方も散見されます。高い値を示す人のレベルはチェルノブイリ事故 8 年

後にベラルーシで発見された膀胱がんの前段症状を示した人とほぼ同じレベルです。一方、比較のために測定した

西日本在住者は 100％の方が不検出（検出限界 0.06Bq/kg）です。まだ西日本在住者の数が少ないので、確実なこ

とは言えませんが、南相馬原町区のような土壌汚染が高い地域での生活は食品や呼吸をとおしてセシウムを体内に

取り込んでしまうことが避けられないことを示しています。今後さらに南相馬在住者、西日本在住者の検査を継続

してデータを確実なものにしてゆく予定です。 

また新たな取り組みとして、尿検査で比較的高い値が出た人にホールボディカウンタを受けてもらい、尿検査と

の相関関係を明らかにすることも計画中です。この相関関係が分かれば、チェルノブイリ事故での健康影響とホー

ルボディカウンタ値との関連を示す論文で南相馬在住の方の健康リスクの評価ができ、裁判資料としても使えるの

ではないかとの考えです。幸いに、チェルノブイリ事故での現地調査を現在でも継続し二本松市で放射線アドバイ

ザーを務める木村信三獨協大准教授の協力をいただけることになりました。 

検査には長時間を要することもあり、第一審には間に合いません。しかしこの裁判はどのような判決がでるに

せよ高裁へと継続することは必至です。裁判の長期化をも考えながら、また原告の皆さんの内部被ばく低減のため

にも、この尿検査を継続してゆく予定です。

 

会員・サポーターも募集中です会費 会員 1000 円/月  サポーター1000 円以上/年 

●集会でのスタッフやパンフ作成のご協力など一緒に活動していただける方を募集しています。 

●皆さまの貴重なご意見もお待ちしております。 
 

フクロウの会の趣旨にご賛同いただき、会員・サポーターになっていただける方は、フクロウカフェなどに 

お越しの際に申込書にご記入の上、会費を添えてフクロウの会事務局員にお渡しください。 

お問い合わせ・お申し込み先 TEL：03-5225-7213 FAX：03-5225-7214 Email：fukurounokai@gmail.com  

（通信郵送のお申し込みもこちらで受け付けています☆ご希望の方はお知らせください。） 

 
図１南相馬在住の原告の方の尿検査結果 

 
図２西日本在住の方の尿検査結果 


